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4）人口要素等が将来見通しと異なったことの寄与は、運用収入以外の収支残が将来   

見通しと異なったことによる帝離の大きな要因となっている。また、私学共済は5   

年間でマイナスであるが、国共済は5年間プラスとなっていること  

などがわかる。   

なお、時価ベースでの要因分解の結果は、［］内に示しているが、実質的な運用利  

回りが平成11年財政再計算における将来見通しと異なったことの寄与は、平成12～  

14年度の国共済や私学共済では、簿価ベースでの結果より小さくなっている一方で、  

柑年度末積立金の将来見通しとの希離を100とした構成比  

将来見通しとの乗離の発生要因  厚生年金 一  同共済  地共済  t  私学共済   

％  ％  
（診16年度末積立金の将来見通しとの奉離  

％  ％  ％  ％  ％  

［100］  100   ［100］  100   ［100］  100   ［100］   

（》11年産未積立金の帯紐分  ［△1］   △11［△482】  △7  ［△9］  3  【3］   

（12年度に係る発生要因の寄与分計）  ［19］   △64 【△78】  19  ［24］  11   ［14］   

②名目運用利回り  ［17コ  45   ［353】  13  ［17］  8  ［11］  

実質的な運用利回り   ［△9］   △62 〔△60］   △10 ［△13］   △11 ［△15］  

12                                             名目貸金上昇率   ［25］  106   ［413］  23  ［30］  20  ［26］   

牢  ③運用収入以外の収支残  ［2］  △109 ［△430］  6  ［7］  2  ［3］   

度    名目賃金上昇率   ［△0］  0  ［2］  △0  ［△0］  △0  ［△0］  

名目賃金上昇率以外の経済要素   ［2］  △1 ［△5］  0  ［0］  0  ［0］  

人口要素等   ［0］  △108 ［△427］  5  ［7］  2  ［3］   

（13年度に係る発生要因の寄与分計）  ［18］  43   ［316］  20  ［25］  15 【△17］   

④名目運用利回り  ［14］  67   ［42り  18  ［23】  12  ［16］  

実質的な運用利回り   ［△15］  △50 ［△36］  △8 ［△11］   △11 ［△14］  

名目貸金上昇率   ［28］  117   ［457］  27  ［34］  23  ［30〕  

13   ［4］  △24 ［△105】  2  ［2］  3  ［4］  

牢 度                                                                      用以の ［△0］  △2  〔△8コ  △O   F△0］  △0  ［△0］  

名目貸金上昇率以外の経済要素   ［2］  1  ［5］  1  ［1］  0  ［0］  

人口要素等   ［3］  △23 ［△103］  1  ［1］  3  ［4］  

☆積立金評価の時価ベースヘの変更  ［△37］   

（14年度に係る発生要因の寄与分計）  ［2g］  53   ［275］  23  ［60］  21   【58］   

⑥名目運用利回り  ［30］  64   ［335］  22  ［28］  16  ［50］  

実質的な運用利回り   ［△10］  △99 ［△303］  △16 ［△21］   △16  ［6］  

名目賃金上昇率   ［40］  162   ［638］  38  ［49］  32  ［44］  

14   ［△1】  △11 ［△60］  1  ［1］  6  ［8］  

牛 度                                                                        用以の ［△1］  △3 ［△12］  △D  ［△0］  △0  ［△0］  

名目貸金上昇率以外の経済要素   ［3］  11  ［44］  2  ［2］  1  ［1］  

人口要素等   ［△3］  △19 ［△92］  △0  ［△0〕  5  ［7］  

★積立金評価の時価ペースへの変更  ［31］   

（15年度に係る発生要因の寄与分計）  ［8］  31 ［△73】  23  ［△9］  24  ［26］   

⑧名目連用制回り  ［△6］  53  ［30〕  22  ［△9】  16  ［17］  

実質的な運用利回り   ［△40］  △82 ［△496］  △11 ［△50］   △11 ［△21］  

15                                              名目資金上昇率   ［33］  135   ［526］  33  ［41］  28  ［38］   

牢  ⑨運用収入以外の収支残  【14］   △23 ［△104】  1 ［△0］  8  ［9］   

度    名目賃金上昇率   ［△1］  △4  工△14〕  △O   r△0］  △0  ［△0］  

名目賃金上昇率以外の経済要素   ［1］  10  ［40］  1  ［1］  △0  ［△0］  

人口要素等   〔14］  △29 ［△130］  △0  ［△1］  8  ［9］   

（16年度に係る発生要因の寄与分計）  【27］  49  ［142］  23  ［8】  26  【16】   

⑩名目運用利回り  ［12］  65  ［223】  21  ［6］  15  ［7］  

実質的な運用利回り   ［△16］   △51［△225］  △8 ［△29］  △9 ［△26］  

16                                               名目賃金上昇率   ［28］  115  ［448〕  29  ［35］  24  ［33］   

牢  ⑰運用収入以外の収支残  ［15】  △15 【△．81］  2  ［2］  11  ［9］   

度    名目賃金上昇率   ［△1］  △3 ［△11］  △0  ［△0］  △0  ［△0］  

名目貸金上昇率以外の経済要素   ［2コ  7  ［29］  1  〔1〕  1  〔1］  

人口要素等   ［15］  △20 ［△98］  1  ［1］  11  ［8］   

注1：［〕内の数値は、時価ペースのものである。  
注2．⑳～⑪、☆、★は、図表3－ト5、図表3－4－8の⑨－⑪、☆、★に対応する。  
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第3章◆平成11年財政再計算結果との比較  

地共済では、平成12～16年度で簿価ベースでの結果より大きくなっている。   

名目賃金上昇率以外の経済要素で、平成12年度の国共済、平成15年度の私学共済  

以外ですべてマイナスなのは、これまでの物価及び賃金上昇率の累積がマイナスであ  

ったのに、年金額が据え置かれた影響が考えられる。  

（5）「実質」でみた財政状況   

図表3－4－6からもわかるとおり、平成16年度末積立金の実績が平成11年財政再計  

算における将来見通しを下回ったのは、実績での名目賃金上昇率が将来見通しを下回  

ったためである。この違いによる帝離は「実績と将来見通しとの帝離全体」より大き  

く、・名目賃金上昇率以外の要因は帝離全体を縮小する方向に働いている。公的年金で  

は、保険料や給付費が長期的には概ね名目賃金上昇率に応じて増減する注ことから、積  

立金がこの要因によって予測から帝離しても、実質賃金上昇率等が変わらなければ、  

長期的には概ね財政的に影響はないと考えられる。   

そこで、各年度の帝離について、財政的にあまり影響がないと考えられる部分であ  

る「名目賃金上昇率が見通しを下回ったことの寄与分」を除いて、実質ベースでの帝  

離状況をみることとする。すなわち、名目賃金上昇率の違いを除いた場合の推計値と  

実績の積立金の帝離について名目賃金上昇率以外の3要因でみると、図表3－4－7のよ  

うになる。各制度とも、実質的な運用利回りについては、概ね大きくプラスとなって  

いる。さらに、その他2つの要因及び平成11年度末の差異の寄与も加えた合計でみる  

と、例えば厚生年金では実質的な運用利回り合計15．8兆円のプラスが、その他の要因  

合計のマイナス6．8兆円を上回り、9．1兆円のプラスとなるなど、各制度とも財政影響  

はプラスとなっている。 これは、年金財政の観点から見れば、実績の方が将来見通し  

よりも良い方向に推移していることを意味している。  

往 年金給付費に対する賃金上昇率、物価上昇率の影響については、章末の補遺5参照のこと。  
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第3章◆平成‖年財政再言十算結果との比較  

図表3－4－7 平成16年度末積立金の実績と平成11年財政再計算における  
将来見通しとの罪離に対し、実質的な運用利回りや  
人口要素等が将来見通しと異なったこと等が寄与した分  

（国表3－4－6の一部を再掲）   

将来見通しとの帝離の発生要図  厚生年金l  国共済  l  地共済  l  私学共済   
兆円  億円  惟円  億円  億円  億円  †♯円  

ア11年度末積立金の手離分  ［0．1】   234  ［2，553】  2．659  ［2，773］ △100  ［△98】   

実質的な運用利回り   ［1．5］ 1，271   ［319］  3，901 ［も069］  442  ［438］  

12                   名目箪金上昇率以外の経済要素   ［△0．3］  23  ［24］ △126 【△132］  △7  ［△7］   
年  
度  人口要素等   ［△0．0］  2，229  ［2，264〕△2，041［△2，129］  △78  ［△77］  

イ 上3つの寄与分の計   ［1．1］  3．524  ［2，607】 1．734  【1，809］  358   【354】   

実質的な運用利回り   ［2．6］ 1，021   ［191］ 3，241 ［3，381］   412   ［408］  

13                名目賃金上昇率以外の経済要素   ［△0．3】 △28 ［△Z8］ △194 ［△202］ △13 ［△13］   

年 度  人口要素等   ［△0．5］   477   【545］ △400 ［△417］ △118 ［△117〕  

ウ 上3つの寄与分の計   【1．8］  り70  【708］  2．648  【2，782】  280   【278］   

実質的な運用利回り   ［1．8］  2，030  ［1，606］  6，319  ［6，591］   633 ［△185］  

14                  名目貸金上昇率以外の経済要素   ［△0．5］ △231 ［△232］ △581 ［△606］  △25  ［△25］   

年 度  人口要素等   ［0．5］  393  ［487］   142  ［148］ △194 ［△197ユ  

エ 上3つの寄与分の計   【1．9］  2，192  【1．861］  5，880  ［6，133】   414 ［△407］   

実質的な運用利回り   ［7．0］ 1，682  ［2，628］  4，145 ［15，576］   440   ［590］  

15                 名目賃金上昇率以外の経済要素   ［△0．2］ △214 ［△214］ △451 ［△455］  3  ［41   
年  
度  人口要素等   ［△2．5］   608  ［688］  82  ［354］ △306 ［△262］  

オ上3つの寄与分の計   ［4．2】  2，0了6  ［3．103］  3，777 【15．476］   137   ［332】   

実質的な運用利回り   ［2．9］ 1，041 ［1，191］ 2，951 ［9，231］   365   ［744〕  

16               名目貸金上昇率以外の経済要素   ［△0．3］ △152 ［△151］ △418 ［△417］ △40 ［△3幻   
年  
度  人口要素等   ［△2．6］   406   ［522］ △368 ［△295］ △408 ［△230］  

力 上3つの寄与分の計   ［△0．q  l．295  ［1，562】  2．186  【8，520］  △83   【476】   

寄与分アーカの合計  ［9．り 10，790 【12．3叫】18，86ヰ 【37．ヰ72】 1，∞了   【935】  

うち実質的な連用利回り（12一－16年 席）  ［15．8］   7，046  ［5，936］ 犯559 ［38，849］  2，291 ［1，995］  

うち名目賃金上昇率以外の経済要素  
r12～16年度）   

［△1．6］ △602 ［△601］△1，770［△1，812］ △81 ［△79〕  

うち人口要素等（12－16年度）   ［△5．2］ も113 ［4，506］△2，584［△2，337］△1，103 ［△883］   

寄与分ア～力の合計を100とした♯成比  ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％   

ア11年度末で将来見通しと異なったこと  ［1］  2  ［2り  14  【7】  △10  【△10】   

実質的な運用利回り   ［17］   12  ［3］  21   ［11］  44  ［47］  

12                       名目賃金上昇率以外の経済要素   ［△4］  0  【0］   △1  ［△0］  △1 ［△1］   
年  
度  人口要素等   ［△0］  21   ［18］  △11  ［△6］  △8  ［△8］  

イ 上3つの寄与分の計   【12］  33  ［21］  9  ［5］  36  ［38］   

実質的な運用利回り   ［29］  9  ［2］   17  ［9］  41   ［44］  

13                       名目賃金上昇率以外の経済要素   ［△3］  △0  ［△0］  △1  ［△1］  △1 ［△り   

年 度  人口要素等   ［△6］  4  ［4］   △2  ［△1］ △12 ［△13］  

ウ 上3つの寄与分の計   ［19】   14  ［6］   14  ［7］  28  【3¢】   

実質的な運用利回り   ［20］   19  ［13］  33  ［18］  63 ［△20］  

14                      名目貸金上昇率以外の経済要素   ［△5］   △2   ［△2］   △3  ［△2］  △2  ［△3］   

年 度  人口要素等   ［5］  4  こ4］   1   ［0］ △19 ［△21］  

エ上3つの寄与分の計   【21］  20  ［15】  31   ［16］  41 ［△ヰ胡   

実質的な運用利回り   ［77］   16  ［21］  22  ［42］  44  ［63］  

15                        名目賃金上昇率以外の経済要素   ［△3］  △2  ［△2］   △2  ［△1］  0  ［0］   

年  
度  人口要素等   ［△27〕  6  ［6］  0  ［1］ △30 ［△28］  

オ上3つの寄与分の計   ［4了］  柑  ［25］  20  【41】   14  【35］   

実質的な運用利回り   ［31］   10  ［10］   16  ［25］  36  ［80〕  

16                       名目貸金上昇率以外の経済要素   ［△3］   △1  ［△1］   △2  ［△1］  △4  ［△4〕   
年  
度  人口要素等   ［△28］  4  ［4］   △2  ［△1］ △41 ［△25］  

力 上3つの寄与分の計   【△0］   12  ［13］   11   ［23］   △8  ［5り   

寄与分アーカの合計  ［100】  100   ［100］   100   【1∞］   100  い叫】  
うち実質閃な】主用利且り（12～16年  

暦）   
［174］  65  ［48］   109   ［104］   228   〔213］  

金上昇挙以外の芦睦1芦異系  
（12～16年摩）   

［△18］   △6  ［△5］   △9  ［△5］  △8  ［△8］  

うち人口要素等（12～16年虔）   ［△57］   38   ［36］ △14  ［△6］ △110 ［△94］   

注・〔】内の数値は、時価ペースのものである，  

－125 －   



第3章◆平成＝年財政再計算結果との比較 

図表3－4－8 平成16年度末積立金の実績と  
平成11年財政再計算における将来見通しとの帝離状況  

【将来見通しを基準（＝100）にして表示】  

闘  

②．④，⑥．⑧，⑩  

曾  

．瓢  

③．⑤．（孔⑨，⑪  

地共済★  

私学共済☆  

年度末積立金が将来見通しと異なったことの寄与分  

名目運用利回りが将来見通しと異なったことの寄与分  

実質的な運用利回りが将来見通しと異なったことの寄与分  

名目賃金上昇率が将来見通しと異なったことの寄与分  

運用収入以外の収支残が将来見通しと異なったことの寄与分  

時価ベースへの変更に伴う評価損益（年度末一括処理）  

時価ベースへの変更に伴う評価損益（年度末一括処理）  
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第3章◆平成11年財政再計算結果との比較   

図表3－4－8の見方  

○この図表は、図表3－4－6の主要な寄与分を示したものである。図表中の下向き矢印で表される要因は実績が将来   

見通しを下回ることに寄与し、上向き矢印で表される要因は実績が将来見通しを上回ることに寄与している。   

○各制度の図の右端の棒グラフは、名目賃金上昇率のみを実績とした場合の16年度末積立金の推計値である。実績   
からこの推計値を差し引いた差分は、125頁でみたプラス（図表3－4－7の「寄与分ア～カの合計」）に一致する。  
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図表3－4－9 積立金の実績と  
平成11年財政再計算における将来見通しとの帝離状況の時系列  

【将来見通しの平成16年度を基準（＝100）にして表示】  
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5 収支比率及び積立比率の実績と将来見通しとの帝離の分析   

本節では、被用者年金について、平成16年度の収支比率や積立比率の「実績」が「将   

来見通し」と帝離した要因を分析する。   

収支比率は、年金財政の支出のうち保険料収入や運用収入など自前財源で賄うこと   

となる総合費用（「実質的な支出一国庫・公経済負担」のことで、総合費用率の算出に   

使用される。）を保険料収入と運用収入の合計で除して得られる比率で、収支状況を表   

し、100％を超えると積立金の取り崩し等、保険料収入や運用収入のほかの財源が必要   

となることを意味する。また、積立比率は、前年度末の積立金を総合費用で除して得   

られる比率で、積立金が総合費用の何年分に相当するかを表し、これが大きいほど積   

立金に余裕があることを示している。   

運用利回り、賃金上昇率、年金改定率が、平成11年財政再計算における将来見通し   

と帝離して、積立金、保険料収入、総合費用などの単独の財政項目について、実績と   

将来見通しの帝離が年々拡大していく様子がうかがえる（積立金は図表3－2－11、保険   

料収入と総合費用は図表3－3－9）。収支比率と積立比率は、ともに収入項目、支出項目、   

積立金などの各財政項目の動きを縫合的に捉える財政指標であるが、複数の項目の組   

合せの結果、分子・分母で帝離がある程度緩和されることもあり、単独項目のように   

帝離が単純に拡大していくものではない。各制度の収支比率は将来見通しより悪化し、   

積立比率は概ね財政的によい方向に帝離しているが、その帝離幅は総じて積立比率の   

方が収支比率より小さいということについて併せて分析することとする。  

なお、帝離分析を単純にするため、平成16年の制度改正による保険料率引上げ、国   

庫・公経済負担の増額分、国共済と地共帝の財政単位の一元化によって生じた帝離を   

あらかじめ除去する方法として、比較対象の一方である平成11年財政再計算における   

「将来見通し」に平成16年改正を反映し、加工したものを平成16年度の実績と比較   

することとした。  
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（1）平成16年度の収支比率   

最初に平成16年度の収支比率の実績と将来見通しを再度まとめておくと次の図表  

3－5－1のとおりで、各制度いずれも実績が将来見通しを上回っており、厚生年金で18．8  

ポイント、国共済の簿価ベースで6．1ポイント、地共済の簿価ベースで15．9ポイント、  

私学共済の簿価ベースで18．0ポイント上回った。  

図表3－5－1平成16年度収支比率の実績と平成11年財政再計算における  

将来見通しとの帝離状況  

区分   厚生年金 l  国共済  l  地共済  私学共済   
％  ％  ％  ％  

平成16年度収支比率実績  
［113・6］  

］  ］ ［］  

将来見通し  94．8  92．2  77．6  68．8   

［18・8］ 帝離（＝実績一将来見通し）  
［］  ］  ］  

帝離の割合（実績／将来見通し－1）（％）   ［19・8］ 
［］  ］ ［］   

注1：［］内の数値は、時価ベースのものである。  

注2：厚生年金の実績は、厚生年金基金の最低責任準備金などを加えた財政再計算ベースのもの（第3節で「実  

績推計」としていたもの）である。  

注3：平成16年度収支比率の将来見通しは、平成16年改正による、保険料率の引上げ、基礎年金拠出金に係る  

国庫・公経済負担のうちの定額分、国共済・地共済の財政単位の一元化を反映させた数値であり、年金数  

理部会にて推計した。  

（2）収支比率の帝離の発生要因別分解方法   

平成16年度の収支比率の実績が11年財政再計算における将来見通しと帝離した要  

因として次のものを考え、それぞれが寄与した分を計算する注1。  

○総合費用注2が将来見通しと異なっていたこと  

○保険料収入が将来見通しと異なったこと  

○運用収入が将来見通しと異なったこと   

注1各要因が平成16年度の収支比率の将来見通しとの帝離に与えた寄与分の計算方法は、章末の  
補遺3参照のこと。本節で行う収支比率の各要因の寄与分の計算は、補遺3で示した算式・計算  
順によった場合のものである。一般に、寄与分の計算は計算の仕方によって結果が若干動くこと  

があることに留意されたい。   

注2 「実質的な支出一国庫・公経済負担」のことで、総合費用率の算出に使用される。  
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（3）収支比率の帝離分析結果   

一収支比率の帝離の主要な要因は、保険料収入や運用収入が将来見通しと異なったこと－   

この計算結果によると（図表3－5－2）、平成16年度の収支比率の実績が11年財政再  

計算における将来見通しを下回った帝離の主な部分は、厚生年金や地共済で保険料収入  

が将来見通しと異なったことにより発生したものであり、国共済や私学共済で運用収入が  

将来見通しと異なったことにより発生したものであることがわかる。   

帝離全体と保険料収入の帝離の寄与を対比させると、厚生年金で18．8％に対して  

21．3％、地共済（簿価ベース）で15．9％に対して14．8％となっている。また、帝離全体  

と運用収入の帝離の寄与を対比させると、国共済（簿価ベース）で6．1％に対して9．4％、  

私学共済（簿価ベース）で18．0％に対して11．9％となっている。私学共済以外では、総  

合費用の帝離は収支比率を低くする方向に働いている。  

図表3－5－2 平成16年度収支比率の実績と平成11年財政再計算における  

将来見通しとの帝離に対する各発生要因の寄与分  

将来見通しとの帝離  

の発生要因   
厚生年金   国共済   地共済   私学共済   

16年度収支比率の将  

来見通しとの帝離   ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％   

（実績一将来見通し）   ［18．8］   6．1   ［4．7］ 15．9   ［3．2］ 18．0   ［9．8］   

総合費用   ［△10．2］△10．4 ［△10．2］△14．5 ［△12．5］   0．5   ［0．5］   

保険料収入   ［21．3］   7．1   ［6．9］ 14．8   ［11．2］   5．6   ［4．6］   

運用収入   ［7．7］   9．4  ［8．0］ 15．6  ［4．5］ 11．9   ［4．7］   

16年度収支比率の将  

来見通しとの帝離を  
100とした構成比   

総合費用  

保険料収入  

運用収入  

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％  

週旦 ・－－－一一－一一……一皿－－一山－一…－－t・－－辿吐L山一－一－…－－一  

［△218］ △91［△391］  

［113］  116  ［147］   93   ［352］   31   ［47］  

［41］  154  ［172］   98  ［140］   66   ［48］  

注：［］内の数値は、時価ベースのものである。  
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「総合費用が将来見通しと異なること」の要因として、毎年度の年金改定率が将来  

見通しと異なったことが考えられるので、この寄与分をさらに、   

012年度の総合費用が将来見通しと異なったこと注1の寄与分   

013～16年度の各々の年金改定率が将来見通しと異なっていたことの寄与分   

013～16年度の各々の年金改定率以外の要因が将来見通しと異なったこと注2の寄  

与分  

に分けた。また、「保険料収入が将来見通しと異なること」の要因として、毎年度の名  

目賃金上昇率（年齢構成等の変動の影響を除去）が将来見通しと異なったことが考えら  

れるので、この寄与分についても、   

012年度の保険料収入が将来見通しと異なったこと注1の寄与分   

013～16年度の各々について各制度の名目賃金上昇率（年齢構成等の変動の影響を  

除去）が将来見通しと異なっていたことの寄与分   

013～16年度の各々について名目賃金上昇率以外の要因が将来見通しと異なったこ  

と注2の寄与分  

に分けた。さらに、「運用収入が将来見通しと異なること」の要因として、前節の積立  

金の解離分析でみたのと同様に、前年度末の積立金との名目運用利回りや運用収入以  

外の収支残が、累積して将来見通しと異なったことが考えられるので、この寄与分に  

ついて、   

011年度末の積立金が将来見通しと異なったこと注1の寄与分   

012～16年度の各々について名目運用利回りが将来見通しと異なっていたことの寄  

与分   

013～16年度の各々について運用収入以外の収支残注3が将来見通しと異なったこ  

との寄与分  

に分けた注4。   

注1各制度の将来見通しは、平成12年度以降に関し作成されているので、平成12年度以前の帝離  

の寄与までは遡らなかった。   

注2 受給者数や被保険者数の帝離など人口要素を含んでいることになる。   

注3 運用収入以外の収支残とは、運用収入以外の収支項目でみた収支残のことである。   

注4 計算方法の詳細は章末の補遺3参照のこと。   

結果は次の図表3－5－3のとおりであるが、主要な項目ごとに、大別して眺めると図  

表3－5－4のようになる。  
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図表3－5－3 平成16年収支比率の実績と平成11年財政再計算における  
将来見通しとの帝離に対する各発生要因の寄与分  

将来鼠涌しとの罰El碓の発年笹岡   J壬生年令  I  l到共済  l  沸♯渚  l  私学嶺崩   
18年度収支比率の将来見通しとの奉＃  

（実績一将来見通し）   r柑81   61   r4．71  15. 9 「3．ク1   柑．n   「9．Rl   

総合女用   【△10．2】  △10．4  【△10．2】  △川．5  【△12．5】  0．5  【0．5］   

12年度総合費用の奉＃分  △36］    △28    ［△28      △52    〔445      △12      △11   
13年虎  △17】    △13    ［△13ユ     △36     し43U     △00     △80   

年金改定率   ［△1．8〕  △1．5  ［△1．5］  △1．5  ［△1．3］  △1．3  ［△1．2］   

年金改定率以外   〔0．1〕  0．2  ［0．2］  △2．1  ［△1．8］  1．3  〔1．2］   

14年度  △01     ム15    【△15ユ     △26     し423】    △00     △00   
年金改定率   ［△1．郎  △1．5  L△1．5］  △1，5  【△1．3］  △1，3  ［△1．2〕   

年金改定率以外   ［1．6〕  0．0  ［0．0］  △1．1  【△0．9］  1．3  ［1．2】   

15年度  △32］    △25     r△之4     △13     し411】      30       27   
年金改定率   ［△2．9〕  △2．5  ［△2．5〕  △2．5  亡△2．2］  △2．1  ［△1．9］   

年金改定率以外   ［△0．4］  0．1  ［0．ユ］  1．3  ［1▲1〕  5．1  ［4．6ユ   

16年度  △16】    △22    【△22      △18    【41引     △12      △11   
年金改定率   ［△2．2］  △1，9  【△1．9】  △1．9  ［△l．7］  △1．5  ［△1．4）   

年金改定率以外   【0．6〕  △0．3  ［△0．3〕  0．1  ［0．り  0．4  ［0．3〕   

保挨料収入   【21．3】  †．1  t6．9］  14．8  【11．2】  5．6  【4．6］   

12年度保険料収入の帝▲分  50】     △22     【△21       54       41       29       24   
13年度  30】      23      ［23       22      17】     11      0g   

名目賞金上昇率   ［2．6］  1．4  ［1．4〕  1．7  【1．3］  1．3  【1．0〕   

名臣資金上昇率以外   ［0．4］  0．9  ［0．9］  0．5  【0，4］  △0，1  ［△0．1〕   

14年  工4．軋     i．L‖川‖≠‖ぷ．jユ      ヱL3 ＿＿ ＿ ＿い⊥む＿      乙1     J181   
名目資金上昇率   ［3．ユ］  2．9  ［2．8］  2．6  【2．OJ  l．5  【1．3〕   

名目賃金上昇率以外   ［0．9］  0．4  ［0．4］  △0．3  ［△0．2］  0．6  【0．5〕   

15年度  74      09     ［89      15      いむ     △18     △15   
名目賃金上昇率   〔3，0】  3．6  ［3．5］  2．9  ［2．2】  1．4  rl．2］   

名目賃金上昇率以外   ［4．4】  △2．6  【△2．6］  △1．4  ［△1．1】  △3．2  ［△2．7〕   

16年度  い．9】     2．8     J乙6ユ      j」1＿＿＿＿‥‥＿旺虻＿‥－‖－‖＿t3     Jl・01   
名目賃金上昇率   ［2．4〕  2．6  〔2．5］  2，3  〔1．8】  1．9  ［1．6〕   

名目賃金上昇率以外   ［△0．5】  0．1  【0．1］  1．0  ［0．8】  △0．7  ［△0．6］   

運用収入   15．6  r4．5］  11．9  【4．7】   

△01    し40Z】     00      JOll   
03      p41      02      JO21   
0．2  ［0．3〕  0．2  ［0．2］   

0．1  ［0．1〕  0．0  ［0．0］   

03      【8引      03     △03   
0．3  ［0．4］  0．2  ［0．3】   

0．0  ［0，0］  0．1  ［0．り   

［△0．6】   

＿p」t‥‖＿＿＿＿＿LlこU‖ ＿＿＿ ＿0・4     Jl．01   
名目連用利回り   0．4  ［0，5〕  0．3  〔0．8〕   

運用収入以外の収支残   0，0  ［0，0］  0．1  【0．1〕   

［0，5】   

04     し△02】      04       04   
0．4  ［△0．1］  0．3  ［0．3］   

00    【△0更      0       01   
14．4  【乙81  10．5  【3．3】   

14，3  ［2，8〕  10．4  ［3．2］   

運用収入以外の」収支残   0．0  〔0．0〕  0．1  ［0．り   

rlOOl   lOO  rl001   100   「1001   100  「1001   

総合暮用   【△54】  △170  【△218j  △91  【△391】  3  【5】   

12年度総合費用の雫＃分  L41軋     △47    l△駁LL‖J‥＿皐＿諷＿■＿＿＿＿＿L4＿1卓リー‖‥＿＿＿一久卓‥＿   【4111   
t3年  J△軋    △堤    上△如二三∴二道盃 ＿＿‖‖【Aβ臥‥‖＿ △9    蛤01   

年金改定率   〔△9］  △25  ［△32〕  △9  ［△40〕  △7  【△12］   

年金改定率以外   ［0］  3  ［4コ  △13  ［△56）  7  ［12］   

川年度  J△11    △25     上A321    A．16‖＿＿＿－＿－［Aプリ＿＿‖‖＿ ＿仝9 ＿＿＿ ＿ ＿〔AOl   
年金改定率   ［△9〕  △25  〔△32〕  △10  ［△42〕  △7  t△12］   

年金改定率以外   ［9〕  0  〔0】  △7  ［△29〕  7  ［12］   

15年丘  〔4」7〕    △40     上△52ユ ＿ ＿‖＿＿与＿も＿……＿【A鈍】‥‥＿＿＿‖＿」塁＿＿‖＿＿＿ ‖【野1   
年金改定率   ［△15】  △41  〔△53］  △16  ［△69］  △12  ［△20］   

年金改定率以外   【△2〕  1  ［1］  8  ［34〕  鎚  ［47〕   

16年  J△軋     △36     工△郎ユ     △11   ＿＿⊥A48〕     △コ     〔△1」1   
年金改定率   ［△12］  △31  ［△亜］  △12  ［△52］  △9  ［△14〕   

年金改定率以外   ［3］  △5  ［△6〕  1  ［4］  2  ［3〕   

保挨科収入   【113】  116  い47】  93  【箔2］  31  【47】   

12年 保険料収入の寧▲分  は軋     △3j；    上△ぜユ     ＿＿鈍＿＿＿＿‖＿－＿Ⅲ和＿＿＿‖‥ ‖」針目‖‖‥＿＿＿ ＿［巷1   
13年丘  U6】     38     1嬰ユ ＿ ＿＿＿＿＿＿1ヰ．‖＿＿‖＿‖＿埴礼＿＿＿＿＿‖＿＿＿至＿＿‖＿＿‖＿＿いpl   

名臣貸金上昇率   ［14］  24  【30］  11  ［41〕  【11］   

名巨賃金上昇率以外   
【2］  14  ［18］  3  ［ユ1］  △1  L△1つ   

川年度  ロ1L      54     169ユ      ＿15＿＿＿＿ ＿＿＿＿一時釘＿‖＿‖ ＿＿12      【1き1   
名目貸金上昇率   【16］  47  ［租〕  16  【62〕  8  ［13コ   

名臣賃金上昇率以外   ［5〕  7  ［9〕  △2  【△6］  3  ［5〕   

15年庶  臼9】      T5      J嬰ユ      10      【き釘     △10     【△】51   
名巨賃金上昇率   ［16〕  58  ［74〕  18  【70］  8  ［12］   

名自責金上昇中以外   【24〕  △43  ［△餌〕  △9  ［△34】  △18  ［△27］   

16年虔  UO〕     43     1削 ＿ ＿＿…＿＿≧1‖＿＿‖‥＿」乱L＿…＿－＿＿＿＿Z＿‖‖‥＿‖【リ1   
名目賃金上昇率   ［13］  42  〔舅］  14  ［56】  11  ［16］   

名計賞金上昇率以外   ［△3］  1  ［1］  6  ［25コ  △4  ［△6ユ   

運用収入   ［41】  t54  【172】  98  【140］  郁  【48］   

11年 乗積立 の毒1分  J△0】     △1    上△111     41＿‖＿＿＿‖l皐＿引＿＿‖＿    O       Ul   
12年虎  Jl】     △4     L42ユ       2   ‖＿ Ul】     1      せ1   

名目運用利回り   ［1］  3  ［8］  1  ［10］  1  ［2つ   

運用収入以外の刃文支硯   〔0〕  △7  【△9ユ  1  ［4〕  0  ［1］   

13年丘  Jり       3       ロユ     ＿＿ユ＿‥－＿＿＿＿＿＿U亀1‥＿＿＿‖ ‖＿Z‖＿ ＿ ＿〔A31   
名目運用利回り   

［1〕  4  ［9〕  2  ［13］  1  云］   

運用収入以外の収支瑳   ［0］  △1  ［△2〕  0  ［1］  0  ［1〕   

柑立金評価の時価ベースへの変王   〔△6〕   

14年度  Jり       3       びユ   ＿‖－＿ヱ＿＿＿‖＿＿‥＿ロ軋＿＿－＿‖‖＿＿≧＿＿＿‥＿＿＿＿＿【1pl   
名目連用制回り   【1］  4  【7］  2  ［15］  2  【9］   

運用収入以外の収支残   t△0】  △1  【△1〕  0  ［1］  1  【1］   

積立金評価の時価ベースへの変更   
15年度  1       2      △2        2     J△引       2       せ1   

名目連用制回り   ［△0〕  3  ［1］  2  ［△5］  2  ［3〕   

運用収入以外の収支残   ［1】  △1  ［△2］  0  ［△0〕  1  ［1］   

16年度  凹⊥      ぴ」     Jユ73ユ       弧－＿‖＿＿＿＿＿＿団亀L＿ ＿＿   j萎      〔341   
名目運用利回り   ［36］  152  ［174〕  90  ［88］  鎚  〔33］   

運用収入以外の収支残   【1〕  △1  〔△1ユ  0  ［1］  1  【1］   

注．【】内の教書は．時価ペースのものである。  
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第3章◆平成11年財政再計算結果との比較  

厚生年金、国共済、地共済では、総合費用が将来見通しを下回ったことが収支比率を  

減少させる方向に寄与しているが、その要因のうち最も寄与しているのは、平成13～  

16年度の年金改定率が将来見通しを下回ったことである。一方、私学共済では、総合  

費用が将来見通しを上回ったことが収支比率を増加させる方向に寄与している。その  

要因のうち最も寄与しているのは、年金改定率以外の要因であるが、収支比率を減少  

させる方向に寄与している平成13～16年度の年金改定率の釆離によってかなりの部  

分が相殺されている。   

また、保険料収入が将来見通しを下回ったことが、各制度で収支比率を増加させる  

方向に寄与しているが、その要因として最も寄与しているのは、平成13～16年度の名  

目賃金上昇率が将来見通しを下回ったことである。   

将来見通しを下回ったことの寄与について、年金改定率と名目賃金率上昇率を比べ  

ると、互いに逆方向であり、打ち消し合っているが、私学共済を除き、名目賃金上昇  

率の解離の寄与の方が大きく、収支比率を増加させる方向となっている。   

運用収入が将来見通しを下回ったことの寄与は、各制度とも、ほとんどが平成16年  

度に発生したものであることがわかる。   

図表3－5－4 平成16年度収支比率の実績と平成11年財政再計算における  

将来見通しとの帝離に対する主な要因の寄与分  

（図表3－5－3の組替え）  

将来見通しとの乗離の発生要因   厚生年金   国共済   地共済   私学共済   
比率についての帝離（実績 

－  ％  ％  ％   ％  ％   ％  ％   

6. 1 ［47］   159  ［9．8］   16年度収支    【188】                             将来見通し）          ［32］  180  

総合費用   ［△10．2］  △10．4 ［△10．2］  △14．5 ［△12．5］   0．5  ［0．5】   
12年度総合費用の帝離分   ［△3．6］  △2．8 ［△2．8］  △5．2 ［△4．5］  △1．2 ［△1．1］   
年金改定率（13～16年度）   ［△8．6］  △7．5 ［△ 7．4］  △7．5 ［△6．5］  △6．3 ［△5．7］   
年金改定率以外（13～16年度）   ［2．0］  △0．0 ［△0．0］  △1．8 ［△1．5］   8．0  ［7．2］   

保険料収入   【21．3］   7．1   ［6．9］   14．8   ［11．2］   5．6  ［4．6］   

12年度保険料収入の帝離分   ［5．0］  △2．2 ［△2．1］   5．4  ［4．1］   2．9  ［2．4］   

名目賃金上昇率（13～16年度）   ［11．0］   10．5   ［10．2］   9．5  ［7．3］   6．1   ［5．1］   

名目貸金上昇率以外（13～16年度）   ［5．3］  △1．2 ［△1．2］  △0．2 ［△0．1］  △3．4 ［△2．9］   

運用収入   ［7．7］   9．4  ［8．0］   15．6  ［4．5］  11．9  ［4．7］   

15年度以前発生分   ［0．8］   0，2 ［△0．0］   1．2  ［1．6］   1．4  ［1．4］   

16年度発生分   ［6．9］   9．2  ［8．1］   14．4   ［2．8］  10．5  ［3．3］   

％  ％  ％   ％  ％   ％  ％   

100   ［100］   100   100   【100】   16年圧収支比率についての帝離を1UUと    ［100］                       したときの構成比         ［100］  

総合費用   ［△54］  △170 ［△218］   △91［△391】   3  ［5］   

12年度総合費用の帝離分   ［△19］   △47 ［△60］   △33 ［△141］   △6 ［△11］   
年金改定率（13～16年度）   ［△ 46］  △123 ［△158］   △47 ［△202］  △35 ［△58］   
年金改定率以外（13～16年度）   ［11］   △1 ［△1］   △11［△48］   44   ［74］   

保険料収入   ［113】   116   ［147］   93   ［352】   31   ［47］   

12年度保険料収入の帝離分   ［26］   △36 ［△45］   34  ［127］   16  ［25］   

名目賃金上昇率（13～16年度）   ［59］   172   ［218］   60  ［229］   34  ［52］   

名目賃金上昇率以外（13～16年度）   ［28］   △20 ［△26］   △1 ［△4］  △19 ［△29］   

運用収入   ［41］   154   ［172】   98   ［140］   66  ［48］   

15年度以前発生分   ［4］   3  ［△1］   8  ［51］   8   ［14］   

16年度発生分   ［37］   151   ［173］   90  ［89］   58  ［34］   

注：〔 】内の数値は時価ベースのものである。  
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